
国営かんがい排水事業 大中の湖地区
だ い な か の こ

事業の概要

本事業は、滋賀県の琵琶湖の東岸のほぼ中央部に位置する干拓地で、近江八幡市及び東近江市にま

たがる930haの水田地帯において、地区内の排水機能の維持及び施設の維持管理の費用と労力の軽減

を図るため、排水機能が低下している農業用排水施設について、施設の機能保全のための整備と耐震

のための整備を一体的に行うものである。

事業の目的・必要性

本地区の営農は、水稲を中心に、水田の畑利用による大豆、小麦、野菜等を組み合わせた農業経営

が展開され、近江牛を代表とする畜産も振興されている。

本地区の基幹的な農業水利施設は、国営琵琶湖干拓事業大中の湖地区（昭和21年度～昭和42年度）

により整備されたが、新田排水機場においては、近年、ポンプ設備の緊急停止や大幹線排水路矢板護

岸の著しい腐食等の不測の事態が発生し、排水機能に支障を来すとともに、施設の維持管理に多大な

費用と労力を要している。さらに、大規模地震の発生により排水機能が喪失した場合、地域に甚大な

被害を及ぼすおそれがある。

このため、本事業では、これら施設の機能を保全するための整備と耐震性を有していない施設の耐

震化のための整備を一体的に行うことにより、排水機能の維持及び施設の維持管理の費用と労力の軽

減を図り、農業生産性の維持及び農業経営の安定に資するものである。

事業の効率性

・総費用総便益比の算定

区 分 算定式 数 値 備 考

総費用(現在価値化) ①＝②＋③ 8,905百万円

当該事業による費用 ② 3,974百万円 当該事業費4,800百万円

その他費用 ③ 4,931百万円

評価期間(当該事業の工事期間＋40年) ④ 45年 工事期間 平成27～31年度

総便益額(現在価値化) ⑤ 11,688百万円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.31

（注１）総費用とは当該地域内において効果を発揮する一連の施設に係る費用であり、評価期間中

の施設の資産価額、整備費等である。

（注２）百万円単位で四捨五入しているため、数値は算定結果と合わない場合がある。

（注３）数値は土地改良法に基づく手続を経て確定するため、現時点では暫定値である。

・年効果額（便益額）

本事業の実施により、既存施設の機能が維持され、事業を実施しなかった場合と比較して、年間

77百万円相当の作物生産量の維持、20百万円相当の営農経費の減、7百万円相当の維持管理に係る

経費の増、459百万円相当の災害防止による被害軽減額及び17百万円相当の大規模地震対策による

被害軽減額により､年間567百万円相当の事業効果の発現が見込まれ、農業経営の安定が図られる。

作物生産効果 77百万円

営農経費節減効果 20百万円

維持管理費節減効果 △7百万円

災害防止効果 459百万円

その他の効果（大規模地震対策効果） 17百万円

計 567百万円

（注）百万円単位で四捨五入しているため、数値は算定結果と合わない場合がある。

日程・手続

平成26年度から、土地改良法に基づく土地改良事業計画の概要の公告等の手続が開始される予定で

ある。



事業࡟対すࡿ決議

ᖹ成26ᖺ3᭶20日ࡢ⍇⍈湖ᖸ拓大中ࡢ湖土地改良区総代会及びᖹ成26ᖺ2᭶24日及び同ᖺ4᭶10日ࡢ

⍇⍈湖ᖸ拓大中ࡢ湖排水機場管理運営協議会総会࠾࡟い࡚ࠊᖹ成27ᖺ度事業着工ࡴ࡟け࡚事業を推進

すࡿ決議࡞ࡀさࠋࡓࢀ

そࡢ他

・事業推進体制

⍇⍈湖ᖸ拓大中ࡢ湖排水機場管理運営協議会㸦設立：ᖹ成9ᖺ1᭶29日 会長：東近江市長 構成

：近江ඵ幡市､東近江市､⍇⍈湖ᖸ拓大中ࡢ湖土地改良区㸧ࡾࡼ࡟､事業ࡢ推進ࡀ図ࠋࡿࢀࡽ

・維持管理体制

管理運営協議会࠾࡟い࡚ࠊ本事業実施後ࡶ現行ࡢ管理体制を維持し࡚いくこࡀ࡜確認さࠋࡓࢀ

新田排水機場 ᖹ成8ᖺ10᭶1日 管理委託協定締結。管理者：近江ඵ幡市ࠊ東近江市)

大幹線排水路 昭和47ᖺ2᭶2日 管理委託協定締結。管理者：⍇⍈湖ᖸ拓大中ࡢ湖土地改良区)

評価担当部局

農村振興局水資源課

概要図

㸯．受益面積 930ha

㸰．受益者数 442人

㸱．主要工事計画 工 種 数 㔞 事 業 費

排水機場㸦改修㸧 㸯箇所 4,115百万෇

排水路㸦改修㸧 1.2km 685百万෇

㸲．国営総事業費 4,800百万෇

大中ࡢ湖地区 概要図



ᖹ成㸰７ᖺ度新規地区採択チェックリスト

㸦㸯㸧国営࠿んࡀい排水事業

㸦局ྡ：近畿農政局㸧㸦地区ྡ：大中ࡢ湖㸧

㸯．必須事項

項 目 評 価 ࡢ ෆ 容 判定

㸯㸬事業ࡢ必要性 ࣭農業生産性ࡢ向上ࠊ農業総生産ࡢ維持࣭増大ࠊ農業

こࡿ明確࡛あࡀ 生産ࡢ選択的拡大ࠊ農業構造ࡢ改善等ࡢ観点ࠊࡽ࠿ ○

ࠋ࡜ 当該事業を必要࡜すࡿこࠋ࡜

㸦必要性㸧

㸰㸬技術的可能性 ࣭地形ࠊ地質ࠊ水利状況等ࠊ࡚ࡳࡽ࠿当該事業ࡢ施行

こࡿ確実࡛あࡀ ࠋ࡜こࡿ可能࡛あ࡟技術的ࡀ ○

ࠋ࡜

㸱㸬事業ࡢ効率性 ࣭当該事業ࡢすࡢ࡚࡭効用ࡀそࡢすࡢ࡚࡭費用を償う

ࢀࡲ十分見込ࡀ こࠋ࡜ ○

ࠋ࡜こࡿ

㸦効率性㸧

㸲㸬ཷ益者負担ࡢ ࣭当該事業ࡢ費用࡟係ཷࡿ益農家ࡢ負担ࠊࡀ農業経営

可能性ࡀ十分࡛ ࡣ࡜࡜こࡿ限度を超えࡢ負担能力ࠊ࡚ࡳࡽ࠿状況ࡢ ○

あࡿこࠋ࡜ ࠋ࡜いこ࡞ࡽ࡞

㸦公ᖹ性㸧

㸳㸬環境ࡢ࡜調和 ࣭当該事業ࡀ環境ࡢ࡜調和࡟配慮したも࡛ࡢあࡿこࠋ࡜

ࡿ配慮し࡚い࡟ ○

こࠋ࡜

㸴㸬事業ࡢ採択要 ࣭事業実施要綱࣭要領࡟規定さࢀた事業ෆ容ࠊ採択基

件を満たし࡚い 準ࡢ要件࡟適合し࡚いࡿこࠋ࡜ ○

ࠋ࡜こࡿ

項目を満たし࡚いࡿ場合࡜ࠖ○ࠕࡣすࠋࡿ

項目欄ࡢ㸦 㸧ࠊࡣ࡟主࡜し࡚考えࡿࢀࡽ観点を記述し࡚いࠋࡿ



ᖹ成㸰７ᖺ度新規地区採択チェックリスト

㸦㸯㸧国営࠿んࡀい排水事業

㸦局ྡ：近畿農政局 㸦地区ྡ：大中ࡢ湖㸧㸧

㸰．優先配慮事項

࠙効率性࣭有効性ࠚ

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価評価

結果大項目 中項目 ᑠ項目

○ 㸿効率性 事業ࡢ経済性࣭効率性 ձ事業費ࡢ経済性࣭効率性ࡢ確保 㸫

○ղコスト縮減ࡘ࡟い࡚ࡢ具体的配慮

千෇/ha有効性 食 料 ࡢ 安 農業生産性ࡢ 土地生産性及び労働生産性ࡢ維持࣭向上

重【 㹀定 供 給 ࡢ 維持࣭向上 効果額㸦ཷ益面積 㸧当たࡾ ･ᖺ

確保

㔝菜࣭果樹ࡢ 㔝菜指定産地࣭果樹濃密生産団地ࡢ指定

「.」 㹀産地形成 作物ࡢ計⏬作付面積割合 ％

㸦ཷ益面積当たࡾ㸧

8.0 㸿農 業 ࡢ 持 望ࡲしい農業 認定農業者ࡢ割合㸦総農家当たࡾ㸧 ％

続的発展 構造ࡢ確立

1.4重 㸿経営耕地面積㸦一戸当たࡾ㸧 ha/戸

110 㸿農地ࡢ確保࣭ 耕地利用率ࠊ作付率ࡢ増加ポイント ％

0有効利用

㸫 㸿 㸿農業生産基盤 施設ࡢ更新等整備ࡢ緊急性

保全管理ࡢ

㸫戦略的࡞保全管理࡟向けた更新整備計⏬

㸿 㸿ࡢ作成

㸫 㸫農村ࡢ振興 地域経済ࡢ࡬ 他産業ࡢ࡬経済波及効果額 千෇/ha

･ᖺ波及効果 㸦ཷ益面積当たࡾ㸧

千෇/ha地域用水機能 地域用水効果額㸦ཷ益面積当たࡾ㸧

㸫 㸫ࡢ 維 持 ࣭ 増 ･ᖺ

進ࠊ水資源ࡢ

有効活用。快

適性ࡢ向上)

㸫 㸫再生可能エネ ᑠ水力発電等ࡢ再生可能エネࣝギ࣮ࡢ 㸫

ࣝギ࣮ࡢᑟ入 ᑟ入

㸫 㸫多 面 的 機 環境機能ࡢ維 環境関連効果額㸦ཷ益面積当たࡾ㸧 千෇/ha

･ᖺ能ࡢ発揮 持࣭増進



࠙事業の実施環境等ࠚ

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への 生態系 ձ地域や事業の特性を考慮した調査࣭検討 ａ

実施環 配慮 ղ環境情報協議会の意見を踏まえた生態 ａ

境等 系配慮

ճ地域住民の参加や地域住民との合意形 － ａ Ａ

成へのྲྀ組

մ維持管理、費用負担及びモニタリンࢢ －

体制等の調整状況

景観 ձ地域や事業の特性を考慮した調査࣭検討 ａ

ղ環境情報協議会の意見を踏まえた景観 ａ

配慮

ճ地域住民の参加や地域住民との合意形 － ａ Ａ

成へのྲྀ組

մ維持管理、費用負担及びモニタリンࢢ －

体制等の調整状況

関係計⏬との連携 関係都道府県や市⏫村の農業振興計⏬と － Ａ Ａ

本事業との整合性

関係機関との協議 ձ河川管理者との協議(予備)の状況 － －

ղ漁協との協議㸦予備㸧の状況 － －

ճその他着工前࡟重要࡞協議(予備)の状況 －

関連事業との調整 ձ事業主体から概略構想(関連事業調書) － －

の提出 －

ղ共同事業(事業内容、事業費、アロࢣ －

࣮ション等)の事前了解

地元合意 ձ事業実施࡟対するཷ益農家の同意状況 － ａ Ａ

ղ事業実施࡟対する関係市⏫村の同意状況 ａ

事業推進体制 ձ事業推進協議会の設立 － ａ Ａ

ղ事業推進協議会から着工要望の提出 ａ

維持管理体制 ձ予定管理者の合意 ａ

ղ維持管理方法と費用負担࡟関する予定 － ａ Ａ

管理者との合意

営農支援体制 営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － － －



ᖹ成㸰７ᖺ度新規地区採択チェックリスト

㸦㸯㸧国営࠿んࡀい排水事業

㸦局ྡ：近畿農政局㸧㸦地区ྡ：大中ࡢ湖㸧

㸱．特定監視項目㸦国営࠿んࡀい排水事業㸧

項 目 評 価 ࡢ ෆ 容 判定

㸯㸬地質状況 ࣭地質状況࡟基࡙いた施設計⏬࡜し࡚いࠋࡿ ○

㸰㸬ཷ益面積 ࣭最近ᖺࡢ面積を把握し࡚いࠋࡿ ○

項目を満たし࡚いࡿ場合࡜ࠖ○ࠕࡣすࠋࡿ




